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診療放射線技師が病院で取り扱っている画像技術を中心とする新しい技術について，全国の診療放射線技師教

育施設の教育の現状を調査した．

その結呆，放射線を使用する画像検査装附をはじめ，放射線を使用しない MRI,超音波映像法に関してもは

とんどの施設で教育が行われていた．また PACS, イメージングカメラなど現行のカリキュラムでは科目への

取込が難しい技術に関しても約70％の施設で教育が行われていた．

今後は，医療の現状に即したより有効な教育を実施するため， 診療放射線技師法ならぴに指定規削の改定，教

育体系の整備か早急に望まれる．

1.はじめに

今日の電子機器の発達および情報処理技術の

発展により医療に使用される各種機器装置の進

歩は著しいが，診療放射線技師が病院において

取り扱う放射線画像装置を中心とする映像装置

等も近年著しく進歩した．また，同時に新しい

技術に基づく新しい種類の映像装消の出現によ

り診療放射線技師の業務内容は増加し，業務範

囲は拡大してきている．

しかし，現在診療放射線技師教育施設におい

て施行されている指定規則は昭和57年施行のも

のであり，各診療放射線技師教育施設の教育内

容かこの10数年の間に著しく進歩した技術に対

し充分に満足できるものであるかは疑問である．

よって，新しい画像技術などの教育に関する

現状について全国の診療放射線技師教育施設に

対しアンケート調査を行ったのでその結果につ

いて報告する．

2.調査方法

1)調査 対象

今春開学の鈴鹿医療科学技術大学も含め全国

の診療放射線技師教育施設30校にアンケートを

依頼した．内訳は以下のとうりである．

私立大学 2校
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国公立短期大学 12校

私立短期大学 4校

国公立専門学校 3校

私立専門学校 9校

2)調査項目

以下に示す具体的な10項目の装置，技術につ

いてアンケー トを依頼した．

① ディジタル画像技術の基礎

② X線CT

③ ディジタルラジオグラフィ

④ MRI 

⑤ 超音波映像法

⑥ 電子内視鏡

⑦ エミッション CT

⑧ 温熱療法

⑨ PACS 

⑩ イメージングカメラ

3)調壺 内容

各項目について講義および実験があるかない

かを中心に，「あ る」と答えた場合にはそれぞれ

の講義（実験）科目名，使用教科書，購義時期

および時間数，担当教貝，実験内容，設備装置

などについて調査した．

3.調査結果

回答は29施設，回答率96.7％であった．

l)ディジタル画像技術の基礎について

現在の医用画像技術の発展の中で最も重要な

ことのひとつとしてディジタルコンピュータの

画像処理への応用があるが，画像をコンピュー

タで処理するディジタル画像処理を理解するた

めには従米のアナロ グ画像の特性を基礎とした

ディジタル画像特有の画像特性を理解する必要

がある．

今回の調査において「ディジタル画像処理の

基礎」について何らかの形で講義を行っている

施設は28施設(96.6%），学内実験を行っている

施設は 7施設(24.1%），臨床実習時に実験を行

っている施設は 3施設 (10.3%)であっ た．実

験の内容としては，ディジタル画像の空間分解

能の測定，空間フィルタ処理等の画像変換処理

の実験など基礎的な ものからディジタルエネル

ギーサブトラクション，CT画像の作成などの

臨床的なものまで各施設において特徴があった．

2) X線CTについて

X線 CTは1972年の開発以来急速に発展進歩

し，高性能化と低価格化があいま って大病院の

みならず中小病院，個人病院にまで普及し，現

在では日本国内において約6000台が稼働してい

る．したがって診療放射線技師教育において X

線 CTは特殊 X線装置ではな く一般 X線診断

装置のひとつとして充実した教育を行う必要が

ある．

今回の調査では，「X線CT」は回答のあ った

全ての施設 (100%）において何らかの形で講義

が行われていた．また13施設 (44.8%）では X

線CT装置が学内実験装置としては非常に高額

で特殊な装置にもかかわらず， 学内に X線 CT

装置を設置し，学内実験を行っていた．そして

X線CTについてを臨床実習を行っている18施

設 (62.1%) を付け加えると27施設 (93.1%,

残りの 2施設は無記入）において学生は在学中

に実際の X線CT装置に触れているという結果

であった．

3) ディジタルラジオグラフィについて

ディジタルX線画像処理装置としてのディジ

タルラジオグラフィ装罹は， 1980年に X線検出

器として X線蛍光増倍管を用いる DF(digital 

fluorography)装置が，1982年に X線検出器と

してイメージングプレー トを用いる CR(Comput-

ed radiography)装置が開発された．よってこ

れらの技術は比較的新しい技術ではあるが，そ

の内容が従来の最も一般的な X線透視撮影系に

対応した技術であるため将来的に非常に重要と

なるであろう ．

今回の調査では，28施設 (96.6%，残 りの1

施設は無記入）で何らかの形で「ディジタルラ

ジオグラフィ」の講義が行われており ，4施設

(13.8%）において学内実験があり ，臨床実習

は20施設 (69.0%）において行われているとい

う結果であった．

4) MRIについて

MRI (Magnetic resonance imaging,磁気共

鳴映像法）は1982年に初めて国内の病院に臨床

装置が迎入された新しい技術であり，その1憂れ

た特長により非常に早い速度で普及し，現在も

日進月歩で改良か重ねられている技術である．

この技術は放射線を使用しないため，診療放
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射線技師法に定められた業務規定からは外れ，

したがって現在の指定規則には内容が含まれて

いない．しかし実際の臨床の場では，この装置

の取り扱いについて診療放射線技師が適切であ

るという判断からほとんどの施設において診療

放射線技師がその取り扱いに従事 しているのが

現状である．また近年の診療放射線技師国家試

験には， MRIについての問題が必ず数問出題さ

れている．

今回の調査では，「MRI」が指定規則に規定さ

れてないにもかかわらず， 28施設 (96.6%，残

りの 1施設は無記入）において何らかの形で購

義が行われており ，磁気共鳴論，磁気共鳴機器

工学などの講義科目名のある施設もあ った． ま

た2施設 (6.9%）で学内実験が行われており，

18施設 (62.1%）で臨床実習が行われていた．

5)超音波映像法について

超音波は比較的古くから医療に使用され，現

在その応用分野も広い．しかし診療放射線技師

が超音波検査に関係するようになったのは Bモ

ードによる超音波映像法が開発されてからであ

る．診療放射線技師の超音波の取り扱いについ

ては，超音波が MRIで使用されるラジオ波と

同様に診療放射線技師法に規定される放射線に

含まれていないため，時折種々問題となること

もあるが， Bモードによる 2次元画像を対象と

した超音波映像装置に限れば，医師以外の他の

職種の医療従事者に対し，国内のはぼ半数近く

の施設において診療放射線技師がその取り扱い

に従事している．

今回の調沓では，「超音波映像法」はMRIと

同様に指定規則に含まれていないにもかかわら

ず， 25施設 (86.2%）において何らかの形で講

義が行われており ，超音波検査技術学，医用超

音波論，超音波医学概論などの講義科目名のあ

る施設もあった．また14施設 (48.3%）で学内

実験が行われており， 8施設 (27.6%）で臨床

実習が行われていた．

6)電子内視鏡について

1983年に開発された電子内視鏡は第 3世代の

内視鏡とも言われ，従米の内視鏡が光学式診断

機器のひとつであったのに対し，電子内視鏡は，

その映像信号をディジタル化することにより画

像処理，画像記録，画像伝送などに関し従来の

内視鏡に比べ多くの特長を有する電子式画像診

断機器のひとつとなった．よって，有用な画像

処理，機器の管理などに関し，画像診断機器の

ひとつとして診療放射線技師が取り扱いに関与

することが望ましいであろう． 日本放射線技師

会も平成元年度より実施している全国統一講習

会の講習項目のひとつとして取り上げている．

今回の調資では，「電子内視鏡」について何ら

かの形で講義を行っている施設か4施設 (13.8

%），臨床実習を行っている施設は 2施設 (6.9

％）にすぎなかった．

7)エミ ッション CTについて

核医学検査におけるガンマカメラの使用施設

は1000施設を超え，ガンマカメラによる診断も

単に写真による診断だけではなくデータ処理装

置と組み合わせた種々の画像処理や動態解析か

行われるようになった．また近年では SPECT

(single photon emission CT)装置あるいは

PET (positron emission CT)装置などのエミ

ッションCT装置の普及も目覚ましく ，今後はデ

イジタルガンマカメラを使用した SPECT装置

が益々一般病院にも普及するであろう ．

今回の調査では，「エミ ッション CT」につい

て何らかの形で講義を行っている施設が27施設

(93.1%），学内実験を行っている施設が3施設

(10. 3%）であった．また臨床実習を行ってい

る施設は21施設 (72.4%）あり ，この内 8施設

(27.6%)では SPECT装置および PET装置

の両方を取り扱っていた．

8)温熱療法について

治療法のひとつである温熱療法 (hyperther-

mia)は古くから知られ利用されてきたが，近年，

電磁波，超音波を使用した局所ないし領域加温

装置が開発された．それらは単独使用も行われ

るが， しばしば放射線治療法と併用されるため

診療放射線技師が取り扱うことも多い．

今回の調査では，「温熱療法」について何らか

の形で講義を行っている施設は26施設(89.7%) 

であったが，学内実験を行っている施設はなく，

臨床実習を行っている施設は 9施設 (31.0%) 

のみであった．

9) PACSについて

PACS (picture archiving and communica-

tion systems)は，ひとつの医用画像機器ではな
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く，画像診断機器を有機的に結合し，医用画像

の保管検索を行い，必要な情報を効果的に取

り出して迅速に依頼先に届けることを目的とす

る保管，管理，伝送システムの総称であり，現

在，構想の段階から実用化の段階に移り始めた

ばかりの技術である．PACSの対象は，放射線

画像だけではなく，全ての医療画像を対象とし

ているが，医療画像のうち 8割以上を放射線画

像か占める現状を考えれば，診療放射線技師教

育への必要性は高い．

今回の調査では， 「PACS」について講義を行

っている施設は20施設 (69.0%）であった．ま

た学内実験を行っている施設はなく，現在PACS

が稼働している病院も非常に少ないため，臨床

実習を行っている施設は 3施設 (10.3%）のみ

であった．

10)イメージングカメラについて

イメージングカメラはディジタル画像装置の

普及に伴い，それに付随する画像記録装置とし

て普及してきたか，各種画像処理装盟の発達に

従いイメージングカメラも高性能化され， レー

ザービーム方式， CRT方式，共にひとつの独立

した画像記録装置と成ってきた．今後も種々の

医用画像処理機器の出力装置としてますます重

要になってくると考えられる．

今回の調査では， 「イメージングカメラ」につ

いて何らかの形で講義を行っている施設か21施

設(72.4%），学内実験を行っている施設か4施

設(13.8%），臨床実習を行っている施設が12施

設 (41.4%）であ った．

4.考 察

今回調査した10項目の新しい装置技術に関

しては， 「電子内視鏡」を除き，概ね各教育施設

の対応が見られた．

放射線画像装置である 「X線CT」「ディジタ

ルラジオグラフィ 」「エミ ッション CT」につい

ては，はほ全施設で講義が行われていた．これ

らの放射線画像装置は高額で大型であるため，

実験設備の関係上，学内実験を行っている施設

は少ないか，はとんどの施設で臨床実習が行わ

れており全固の学生の75％以上が卒業までに実

際の装置に触れている．

放射線を使用しない画像技術のうち，「MRI」

と「超音波映像法」については，それらの内容

が文部・厚生省令の診療放射線技師学校養成所

指定規則に含まれていないにもかかわらず，各

施設とも積極的に教育に取り入れており，ほと

んどの施設で講義が行われていた．また 「超音

波映像法」については約半数の施設で学内実験

が行われており，この分野への診療放射線技師

の進出が期待される．

「PACS」「イメージングカメラ」に関しては，

ひとつの独立した技術，装置ではなく，多くの

医用画像機器と関係した技術，装置であるため，

現行のカリキュラムではひとつの科目への割り

当ては難しい．したかって，これらの総合的な

技術にも対応した今後の教育体系の整備が望ま

れる．

「ディジタル画像技術」に関しては，今後と

も放射線画像に限らず医用画像全般に益々普及

すると考えられ，医用画像を取り扱う医療従事

者にと って必要不可欠な基礎知識となるであろ

う．またディジタル画像技術の教育は画像工学

に限らず，数学，物理，情報理論も含めた総合

的な教育として充実していく必要があると考え

る．

今回調査した全ての新しい技術は， 日々急速

に発展進歩しており，それらの現状について教

育することは教科書，担当教員などの点で問題

点も多く，各教育施設とも独自に資料を作成し

たり，企業の技術研究者に講義を依頼したりし

て学生教育を行っている．また病院において実

際に診療放射線技師が取り扱っている医療機器

を考えると，診療放射線技師法に規定される業

務内容にも問題かあり，医療の現状に即した有

効な教育を行っていくためには診療放射線技師

法および指定規則の早急な改正か必要であると

考える．
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